
（３）低入札調査基準価格及び最低制限価格の算定式の改正

■地域の守り手としての建設業
◇日常生活に直結する維持管理業務の充実
⇒地域維持型ＪＶによる体制強化

◇災害時・家畜伝染病発生時の緊急対応
⇒復旧・復興、防疫作業の迅速な対応
⇒三重県建設ＢＣＰの策定促進による災害時
の体制強化

◇工事品質の向上

⇒総合評価方式の拡大により技術力と工事品質
の向上が図られ、工事成績点が上昇
（H28：77.4点→R4：79.4点）

三重県建設産業活性化プランによる
これまでの取組

三重県建設産業活性化プラン２０２４
によるこれからの取組

■地域を支える建設業の活性化に向けて
◇建設業が地域の守り手（エッシェンシャルワー
カー）としてその役割を担い続けるためには、
担い手の確保、労働環境の改善、生産性の向上
などの各種課題への取組が求められます。

建設企業は地域の守り手としての役割を果たしている

建設企業が将来にわたり存続し続けるためには、
適正な利潤を確保し経営の安定を図っていく必要
があります。

教育機関との連携の下、建設業の

魅力を発信し、担い手を確保する

業務プロセスの仕組みの改善や、

建設ＤＸの導入により、 生産性を向上
させる

【担い手の確保】 【生産性の向上】

【労働環境の改善】

休日の確保や長時間労働の是正、女性活躍等

を推進し、労働環境の改善を図る

【企業の安定経営】
３つの取組方針の実施に向けて企業の適正な利潤の確保

に努め、企業の安定経営を図る

学校と建設業界との関係性構築 建設業への入職・定着 建設ＤＸの導入
ICT活用工事

時間外労働の削減週休２日制の定着

三重県建設産業活性化プラン２０２４



①令和４年度平均落札率 ②令和４年度低入札調査基準価格で応札した割合

③建設投資額における公共の割合 ④売上高経常利益率と平均落札率の推移

（３）低入札調査基準価格及び最低制限価格の算定式の改正

三 重 県 ９２．７％(33位)
愛 知 県 ９５．４％(11位)
岐 阜 県 ９４．６％(21位)
静 岡 県 ９５．２％(12位)
全国平均 ９３．９％

三重県の建設業をとりまく状況
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(速報値)

売上高経常利
益率は産業全
体(全国)より

低い

71.3% 28.7%

出展：東日本建設業保証株式会社、経済産業省企業活動基本調査出展：国土交通省建設総合統計
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※総合評価の割合には、事後公表案件で低入札調査基準価格と価格
評価が同一のものを含めています
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※見直しにより、平均落札率が９２．７％（全国順位３３位）から１．５％程度の上昇（全国２３位相当）が見込まれます。

■令和６年4月１日以降の公告に係る案件から適用します。

（３）低入札調査基準価格及び最低制限価格の算定式の改正

今後の予定

■建設企業の担い手確保が喫緊の課題となっている中、これを進めるには、処遇改善や生産性向上を含めた

労働環境の改善が必要であり、そのためには、建設企業の適正な利潤をしっかり確保する必要があります。

■本県工事の入札参加者の多くが低入札調査基準価格で応札していることを考慮し、今回の見直しにより

建設企業全体が適正な利潤を確保できるよう導いていきます。

■労務費や材料費等が確実に確保され、下請企業、労働者、資材メーカーにダンピング受注のしわ寄せが

及ぶことを防ぎます。

【三重県独自算定式】

現 行（直接工事費×0.97＋共通仮設費×0.97＋現場管理費×0.90＋一般管理費等×0.75）×1.1

改正案（直接工事費×1.00＋共通仮設費×1.00＋現場管理費×0.90＋一般管理費等×0.75）×1.1

見直し内容

見直し理由

労務費や材料費等に関係する直接工事費と共通仮設費に対する係数を見直します。


